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関東農政局統計部
平成29年６月30日

関東農政局管内の漁業

Ⅰ 海面漁業・養殖業

１ 海面漁業生産の動向 ー海面漁業生産統計調査、漁業産出額からー
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○ 管内の海面漁業漁獲量（平成27年）は63万1,930ｔで、全国の約18％を占めています。
都県別にみると、茨城県が22万5,313t（構成比36％）で最も多く、次いで静岡県が20万6,656t（同

33％）、千葉県が11万1,740t（同18％）の順となっています。
○ 管内の海面漁業産出額（平成27年）は1,376億1,400万円で、全国の約14％を占めています。

都県別にみると、静岡県が559億1,100万円（構成比41％）で最も多く、次いで千葉県が254億7,700万
円（同19％）、神奈川県が206億7,700万円（同15％）の順となっています。

海面漁業漁獲量（全国・管内）（平成27年） 海面漁業産出額（全国・管内）（平成27年）

（２）海面漁業漁獲量及び海面漁業産出額（全国・管内）

（１）海面漁業・養殖業の生産量及び産出額の推移（関東農政局管内）

○ 関東農政局管内（以下「管内」という。）の海面漁業・養殖業の生産量（平成27年）は64万6,562t、
産出額（平成27年）は1,434億円で、前年に比べて生産量は２％減少、産出額は１％増加しました。

海面漁業・養殖業の生産量及び産出額の推移（管内）
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～
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注： 海面養殖業の茨城県及び東京都の結果については、秘匿措置を講じているため管内計には含めていない。

２ 構成比は表示単位未満の数値で算出しているため、表示上の数値で産出した構成比と一致しない場合がある（以下同じ。）。

漁業・養殖業の生産量及び
産出額は、漁業経営体の所
在する地域に計上する属人
統計です。（以下同じ。）

657 647
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注：１ 海面漁業産出額の全国計には、捕鯨業を含まない。



漁獲量
557千ｔ
（100％）

産出額
494億円
（100％）

茨城

143

（26）

長崎

67

（12）

静岡

58

（10）

愛媛

44

（8）

千葉

36

（7）

三重

27

（5）

その他

182

（33）

1

90

（18）

78

（16）

56

（11）

70

（14）

25

（5）

25

（5）

150

（30）
1  

長崎

71

（11）

三重

66

（10）

宮崎

63

（9）

茨城

59

（9）

愛媛

58

（9）

愛知

38

（6）

静岡

19

（3）

兵庫

16

（2）

411

43

（7）

39

（6）

36

（6）

37

（6）

40

（6）

63

（10）

59

（9）

52

（8）
421

漁獲量
671千ｔ
（100％）

産出額
654億円
（100％）

○ 管内の海面漁業漁獲量（平成27年）を魚種別にみると、さば類が24万355t（構成比38％）で最も多
く、次いでかつお類が12万2,637t（同19％）、いわし類が11万9,693t（同19％）、まぐろ類が５万
3,086t（同８％）の順となっています。

○ 海面漁業産出額（平成27年）では、まぐろ類が300億8,600万円（構成比22％）で最も多く、次いで
かつお類が275億100万円（同20％）、さば類が173億1,200万円（同13％）、いわし類が122億3,400万
円（同９％）の順になっています。

魚種別海面漁業漁獲量及び海面漁業産出額（管内）（平成27年）

（３）魚種別海面漁業漁獲量及び海面漁業産出額（管内）

（４）さば類、かつお類、いわし類、まぐろ類の海面漁業漁獲量及び海面漁業産出額
（都道府県別）
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○ 管内において漁獲量が多いさば類、かつお類、いわし類、まぐろ類の平成27年の漁獲量及び産出額
の都道府県別順位をみると、さば類は茨城県が漁獲量、産出額とも全国１位、かつお類は静岡県が漁
獲量、産出額とも全国１位、いわし類は静岡県が産出額で全国２位、まぐろ類は静岡県が漁獲量で全
国１位となっています。
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魚種別海面漁業漁獲量及び海面漁業産出額（都道府県別）（平成27年）
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２ 海面漁業生産構造の動向 －漁業センサスから－

○ 管内の海面漁業経営体数（平成25年）は7,293経営体で、平成５年に比べて5,137経営体（41％）減少
しています。

（１）海面漁業経営体（管内）

漁業経営体数の推移（管内）

(２) 海面漁業就業者（管内）

○ 管内の漁業就業者数（平成25年）は１万5,164人で、平成５年に比べて8,851人（37％）減少していま
す。

○ 年齢階層別漁業就業者数（平成25年）の割合は、全国に比べて65歳以上の階層で割合が高くなってい
ます。

漁業就業者数の推移（管内） 年齢階層別漁業就業者数の割合（平成25年）
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本資料は水産庁が（一社）漁業情報サービスセンターに委託し、実施した産地水産物流通調査結果を取りまとめたものである。

【参考】主要漁港別品目別上場水揚量（平成27年）
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上場水揚量とは調
査区内の卸売市場
において、せり、
入札、相対等に
よって取引された
数量をいう。（搬
入量（調査区外の
漁港等から搬入さ
れたもの）及び冷
蔵庫から出庫され
た量は除く。）

注：図中の（生）は生鮮品、（冷）は冷凍品
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１ 内水面漁業生産の動向 ー内水面漁業生産統計調査からー

○ 管内の内水面漁業・養殖業生産量（平成27年）は1万1,649tで前年並みとなっています。
○ 内水面漁業漁獲量を都県別にみると、茨城県が1,884t（構成比59％）で最も多く、次いで東京都467t
（同15％）、神奈川県414t（同13％）の順となっています。

○ 内水面養殖業収獲量を都県別にみると、静岡県が3,256t（構成比38％）で最も多く、次いで長野県
1,599t（同19％）、茨城県1,258t（同15％）の順となっています。

（１）内水面漁業・養殖業生産量の推移（管内）

Ⅱ 内水面漁業・養殖業
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内水面漁業漁獲量（管内）（平成27年） 内水面養殖業収獲量（管内）（平成27年）

○ 内水面漁業の魚種別漁獲量（平成27年）をみると、わかさぎは茨城県が281ｔで、青森県、北海道に
次いで全国３位。あゆは茨城県が382ｔ、神奈川県が381ｔ、栃木県が221ｔで全国１位から３位までの
上位を占めています。

○ 内水面養殖業の魚種別収獲量（平成27年）をみると、にじますは静岡県が1,077ｔ、長野県が767ｔ、
山梨県が698ｔ、栃木県が315ｔで全国１位から４位までの上位を占めています。こいは茨城県が1,087
ｔで全国１位となっています。

（２）魚種別にみた内水面漁業・養殖業生産量
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わかさぎ あゆ

内水面漁業の魚種別漁獲量（全国）（平成27年）
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こいにじます

内水面養殖業の魚種別収獲量（全国）（平成27年）
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注：内水面漁業の山梨県の結果については秘匿措置を講じているため管内計には含めていない。
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２ 内水面漁業生産構造の動向 ー漁業センサスからー

○ 管内の内水面漁業経営体数（平成25年）は1,253経営体で、平成５年と比べて1,730経営体（58％）
減少しています。

（１）内水面漁業経営体（管内）

内水面漁業経営体数の推移（管内）
20年間で
58％減少

（経営体）

1,567 1,369 1,112 878 776

うち
養殖業を営む
経営体

１ この資料は、農林水産省統計部が実施又は作成している「海面漁業生産統計調査」、「内水面漁業生産統

計調査」、「漁業センサス」及び「漁業産出額」を基に作成したものです。

２ 統計調査の概要

(1) 海面漁業生産統計調査

ア 調査の目的

海面漁業の生産に関する実態を明らかにし、水産行政の基礎資料を整備することを目的としています。

イ 調査の対象

海面に沿う市区町村及び漁業法（昭和24年法律第267号）第86条第１項に基づく市町村指定（昭和31年

農林省告示第427号）の区域内にある海面漁業経営体及び水揚機関を対象としています。

(2) 内水面漁業生産統計調査

ア 調査の目的

内水面漁業・養殖業の生産に関する実態を明らかにし、内水面に係る水産行政の資料を整備すること

を目的としています。

イ 調査の対象

内水面漁業協同組合、内水面漁業経営体、内水面養殖業経営体及び水揚機関を調査対象としています。

(3) 漁業センサス

ア 統計の目的

我が国漁業の生産構造、就業構造及び漁村、水産物流通・加工業等の漁業を取りまく実態を把握し、

我が国の水産行政の推進に必要な基礎資料を整備することを目的としています。

イ 調査の対象

(ｱ) 海面漁業調査

(1)イの海面漁業経営体、漁業管理組織及び沿岸地区の漁業協同組合並びにこれらの市区町村の区域

外にある海面漁業に係る漁業経営体であって、行政施策上農林水産大臣が必要と認める漁業経営体を対

象としています。

(ｲ) 内水面漁業調査

次の各号に掲げる漁業経営体及び内水面組合（「水産業協同組合法」（昭和23年法律第242号）第18

条第２項の内水面組合をいう。）を対象としています。

ａ 共同漁業権の存する天然の湖沼その他の湖沼で地域における漁業生産上重要なものにおいて水産

動植物の採捕の事業を営む内水面漁業に係る漁業経営体

ｂ 内水面漁業に係る漁業経営体のうち内水面において養殖の事業を営む漁業経営体

(4) 漁業産出額

海面漁業・養殖業産出額については、海面漁業生産統計調査結果から得られる魚種別生産量に（一社）漁

業情報サービスセンター、主要産地の市場、関係団体等から得られる魚種別価格を乗じて推計しています。

３ この統計調査結果の詳細は、農林水産省又は関東農政局ホームページ中の「統計情報」で御覧いただけます。

農林水産省ホームページ ＞ 統計情報 【 http://www.maff.go.jp/j/tokei/ 】

関東農政局ホームページ ＞ 統計情報 【 http://www.maff.go.jp/kanto/to_jyo/ 】

４ この資料に関するお問い合わせは、下記までお願いします。

関東農政局 統計部 統計企画課 TEL:048-740-0058（直通） FAX:048-740-0086

利用にあたって

- 5 -


